２０１９年９月（修正版）
専門家に相談する流れ
東京土建一般労働組合税金経営対策部
【東京土建社労士ネット】（2015年10月から開始）
社労士と書記局が一緒に事業所の相談に乗ることにより、事業所との新たな関係づくりにつなげるよう関わりを重要視してください。忙しいなかとは思いますが、最初の相談には可能な限り書記局が同席するよう心掛けましょう。相談が自分の実務スキル向上に適すると判断した場合は、事業所と社労士の了解のもとに同席してください。

１、社労士ネット活用の流れ（要旨）
　別紙のとおりです。相談者は、社労士とは初対面ですから書記局が同席することで安心して相談がしやすくなります。相談が来たら「相談受付簿」に記載してください。そして、ＦＡＸ後に必ず本部に電話してください。本部は担当する社労士に連絡します。土日・祝日などで返事が２～３日かかる場合もあります。相談者から、「今日中、至急」といった緊急相談は（原則）お断りしてください。
担当社労士は、最初に支部書記局に連絡します。相談者の対応方法など、相談日と場所、相談内容を再度確認します。なお、支部書記局は、相談者が電話相談のみの場合は、時間は30分程度と伝えてください。訪問相談は交通費のみ（3000円）発生しますので、事前に了解をとってください。
交通費は、支部で徴収してください。本部から社労士に支払いし、支部に請求します。なお、相談内容によって、社労士本人が交通費を請求しないと判断した場合は０円です。そして、相談以降の事業所からの仕事依頼があった場合は、担当社労士と事業所とで手続き費用などの契約を決めてもらいます。
なお、社労士ネットの相談対応の結果は本部に集約されます。希望する支部は総合事業支援センターにお問いあわせください。

２、社会保険労務士の報酬目安表（書記用）※コピー転用は禁止
　社労士に作成を依頼した場合にかかる費用の目安資料がほしいという支部からの要望により作成しました。ただし、事業所の規模や内容に応じて費用が変わるため、目安は必要最小限としました。

３、総合事業支援センター相談受付簿で申し込みください
　記入できるところ全て書いてください。相談内容は、社労士に何を相談したいかを短くまとめてください。なお、電話での相談希望の場合は、電話相談希望と記載してください。
４、社労士ネットワーク事務所の担当支部
　本部で担当社労士を案内しますが、以降の社労士との直接相談は、おこなわないでください。
【行政書士ネット】
当初、建設業新規許可、経営事項審査、産業廃棄物収集運搬許可の３点について、その後に建設業許可（更新・変更）について、料金体系を合意しました。
行政書士に依頼する場合、全てお任せするという内容ではありません。支部書記局にやっていただくこともあります。対応が丸投げにならないよう注意してください。行政書士との連携をはかりながら、事業所との関係強化につなげていきましょう。

１、相談対応①　建設業新規許可申請・・・相談する場合の流れ（要旨）
「新規許可説明チェックリスト」を使い、組合員から聞き取りと説明をします。そして、要件を満たす書類についてチェック・確認します。その後に費用も含めて行政書士に依頼するかどうか確認します。
依頼の確認をとったら、必要な書類をそろえる日程を決め、行政書士との点検日（何日の何時・場所）を決めます。そして「連絡票」に記入して行政書士に送ります。
点検は必ず３者でおこないます。場所は支部事務所が原則です。点検日に行政書士に費用を支払います。不足資料が発生した場合は、行政書士事務所に後日郵送するなどをおこないます。その際、支部書記局が郵送する不足資料を点検してください。
行政書士は、届いた必要書類をもとに書類を作成します。支部事務所経由で事業所の押印された書類をもとに、官庁に申請します。申請の受理・不受理については「連絡票」で支部書記局に報告します。
受理された場合、申請書の控えを、行政書士から組合員に郵送します。

２、相談対応②　建設業（更新・変更）許可申請・・・相談する場合の流れ（要旨）
更新・決算変更に必要な資料や提出義務（決算変更は毎事業年度４か月以内）などについて説明し、行政書士に依頼するかどうか「料金表（別紙）」を見せて確認します。
　なお、経審提出の有無も確認します。行政書士に依頼することになったら、いつまでに必要な資料をそろえられるか、書類等の確認と点検日を決めます。支部担当者は、担当行政書士に依頼する旨を「連絡票（別紙）」でおこないます。点検日当日は、資料を３者（組合員、担当書記、行政書士）で点検し、費用はその日に組合員が行政書士に支払います。行政書士は、書類確認で作成・完成した申請書等を支部事務所に郵送します。支部担当者は、組合員（事業所）に連絡し、支部事務所にて申請書等に押印。押印後の申請書等は行政書士事務所に返送します。行政書士は、官庁に申請書が受理された場合、「連絡票」で支部に報告します。支部担当者は、組合員に受理された旨を連絡票で報告します。問題があり不受理となった場合は、行政書士は原因を支部担当者に連絡。連絡をうけた支部担当者は組合員に連絡し解決をはかり、書類等を組合員が整え、支部担当者が行政書士事務所に郵送します。行政書士は、申請書控えを組合員に郵送します。

３、相談対応③　経営事項審査申請・・・相談する場合の流れ（要旨）
（１）初回（新規）の場合
経審に必要な資料、料金などを説明し、そのうえで行政書士に依頼するかを確認します。確認したら、必要な書類等をそろえられる日を相談し、書類等の点検日を決定します。日程が決まったら、行政書士に「連絡票」を送信します。点検日は、支部書記局と行政書士、事業所の三者で書類を点検します。
点検した書類をもとに行政書士が書類作成し、支部経由により押印された申請書等を返送してもらい申請手続きします。手続き終了後、行政書士から支部へ「連絡票」で報告し、請求書を送付します。行政書士から事業所へ申請書の控えを送付します。支部は請求書に基づき費用を行政書士に支払います。支部から事業所へ費用の請求をします。
（２）２回目以降（更新）の場合
行政書士から事業所に更新案内します。事業所から行政書士に経営事項審査の更新手続きを依頼します。行政書士から支部書記局へ、更新依頼があった旨を「連絡票」で報告します。その後の手続きは、行政書士と組合員でおこないます。
手続き終了後、行政書士から支部書記局へ「連絡票」で報告し、請求書を送付します。行政書士から事業所へ申請書の控えを送付します。支部は請求書に基づき費用を行政書士に支払います。支部から事業所へ費用の請求をします。

[bookmark: _GoBack]４、相談対応④　産業廃棄物収集運搬業許可申請・・・相談する場合の流れ（要旨）
支部書記局は、産業廃棄物処理業講習会から許可取得までの道のりについて、①認定講習の申込から許可証を受け取るまで４カ月以上かかること。②認定講習も申請予約が1か月以上になることもあること。許可申請が受理させてから平日換算で60日の審査日（調査期間）を要しますということを説明します。そして、①建設廃棄物を「積み込む都道府県」と「おろす場所のある都道府県」の許可が必要となること。申請費用はそれぞれの都道府県で必要となること、②赤字決算の場合は、中小企業診断士の証明書が必要となることも伝えます。
産廃許可に必要な書類と料金などを説明し、行政書士に依頼することになったら、書類等の点検日を決定し、その日までに必要な書類をそろえてもらいます。支部書記局は、行政書士に「連絡票」で送信します。支部と行政書士、組合員の３者で書類を点検します。書類点検は、原則、支部事務所でおこなってください。点検日までに、支部で事業所から費用を受けとってください。
行政書士から支部へ、作成した申請書類等を送付します。行政書士は、届出を行い受理されたら支部事務所に「連絡票」で報告します。

５、各種料金表
　料金表は、支部内部用です。未加入者向けへの案内は禁止です。

６、相互連絡票
　支部と行政書士の連絡のやりとりは、全て連絡票を使ってください。口頭による約束などはトラブルの原因となります。
【司法書士事務所】
司法書士との提携では、法人設立や法人の変更登記・重任登記について、支部を通じた事業所支援として業務の支援をお願いし、東京土建の料金体系を決めました。

１、相談する場合の流れ（要旨）
（１）法人設立
電話の場合は、組合員に来所いただくか、支部書記局が組合員宅を訪問し、「法人設立のためのチェックリスト」で必要な書類等を説明します。そして、事業所組合員に利用料金を伝え、司法書士と会う際に持参してもらうことを説明します。そして、組合員が必要書類を揃えて支部事務所に来た際は、チェックリストに基づき点検します。書類が整っていれば、司法書士事務所に連絡後、連絡票も添付して司法書士事務所に郵送ＦＡＸします。揃っていない場合は、不備事項を組合員に伝え揃えてもらい、あらためて来所してもらいます。
司法書士事務所から定款や登記申請書等が完成した旨の連絡が支部事務所に届きます。この段階で、司法書士に来てもらう日を決めます。但し、複数日を出してもらい、組合員に確認し、決定します。組合員には、司法書士との面談日に発起人代表者及び代表取締役個人と会社の実印等を持参してもらうように伝えます。面談場所は、支部事務所で書記も立ち会い、費用は組合員から司法書士に支払ってもらいます。

（２）変更登記
　支部書記局は、変更する登記内容に応じて、必要になる資料を司法書士事務所に電話で確認し、費用と共に事業所に告げます。事業所は、必要な資料を組合事務所に持参し、書記が点検後、司法書士事務所にＦＡＸします。
司法書士から完成した書類が支部事務所に郵送されます。事業所には、必要な印鑑などを持参して頂き、指定された場所に押印し必要書類一式を送り返します。費用は、組合員が直接、司法書士事務所の指定口座に振込みます。ただし、代表取締役の変更など重要な事項及び組合員が希望する場合は、司法書士と代表取締役本人の面談が必要になりますのでご注意ください。
司法書士事務所から変更後の登記された謄本などが支部事務所に送られるので、支部事務所はコピーした後に組合員に返します。
２、料金一覧表（別紙のとおり）
司法書士に依頼する場合は、この料金表で確認してください。

３、株式会社設立事項チェックリスト兼依頼書
チェック内容を記入します。依頼する場合は依頼書としてＦＡＸします。
４、相互連絡票
必要な連絡事項などやりとりします。
【中小企業診断士】
経営相談会は、融資、人事・労務、事業計画、助成金、資金調達、会社の整理、合併、解散、清算などで困っている方に中小企業診断士が対応します。これまでおこなってきた本部経営相談会を継続しながら、支部経営出張相談会を開始しました。

１、相談する場合の流れ（要旨）
（１）本部経営相談会（無料）
経営相談会を申し込む場合は、対応した支部書記局が「経営相談会相談受付簿」（別紙）に必要事項を記載して、総合事業支援センターにＦＡＸ送信（送信したら必ず電話連絡を）してください。
総合事業支援センターは、支部から受信した「相談受付簿」を確認し、決められた日程と受付時間について支部担当者に連絡します。中小企業診断士は、総合事業支援センターからの依頼を受けて、相談日に待機しますので、当日のキャンセルは無いようにご配慮下さい。
支部書記局は必ず同席してください。相談時間は、約１時間程度です。相談する内容を事前に整理して、内容が重複しないようお願いします。
中小企業診断士が相談対応の結果、事業所から仕事の依頼を受けた場合は、依頼後の調査・立合い・作成・届出等の業務の費用金額等について説明します。費用について了解後に作業に入ります。

（２）支部経営出張相談会（有料）
経営相談会を申し込む場合は、対応した書記局が「経営相談会相談受付簿」（別紙）に必要事項を記載して、総合事業支援センターにＦＡＸ送信（送信したら必ず電話連絡を）してください。なお、支部の相談予定日は日程調整が必要なため「複数日」を記入してください。
総合事業支援センターは、支部から受信した「申込書」を確認し、日程と時間について中小企業診断士に確認したら支部担当者に連絡します。
中小企業診断士は、総合事業支援センターからの依頼を受けて、相談日に支部事務所に来所します。相談費用２万円はその日に支払い願います。
中小企業診断士が相談対応の結果、事業所から仕事の依頼を受けた場合は、依頼後の調査・立合い・作成・届出等の業務の費用金額等について説明します。費用について了解後に作業に入ります。

２、経営相談会相談受付簿
記載内容は、支部名から相談者への連絡事項まで、記入できるところは全て記入してください。相談内容は、中小企業診断士に何を相談したいかを短くまとめてください。
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２０１９年 ９ 月 （修正 版 ）   専門家に相談する流れ   東京土建一般労働組合税金経営対策部   【東京土建社労士ネット】 （ 2015 年 10 月から開始）   社労士と書記局が一緒に 事業所の相談に乗ることにより、 事業所との 新たな 関係 づくりに つな げるよう関わりを重要視してください。忙しいなかとは思いますが、最初の 相談には 可 能な限り 書記局が同席 するよう心掛けましょう 。相談が 自分の 実務スキル向上に適すると判 断した場合は、事業所 と社労士 の了解のもと に 同席し てください。     １ 、社労士ネット活用の流れ （要旨）     別紙のとおりです。 相談者は、 社労士とは初対面ですから書記局が同席することで 安心し て 相談がしやすくなります 。 相談 が来たら 「相談受付簿」に記載し てください。そして、 Ｆ ＡＸ 後に 必ず 本部に 電話 してください。 本部 は 担当する 社労士に連絡 します。 土日・祝日な ど で 返事が２～３日かかる場合もあります。 相談者 から、「今日中、至急」といった 緊急相談 は（原則）お断りしてください 。   担当社労士は 、 最初に支部書記局に連絡します 。 相談者の 対応 方法 など 、相談 日 と場所、 相談内容 を再度 確認します 。 なお、支部書記局は 、 相談者が 電話相談 のみの場合は、時間は 30 分程度 と伝えてください。 訪問 相談 は交通費 のみ（ 3000 円 ） 発生します ので、事前に了 解をとってください。   交通費 は、支部で徴収してください。 本部から社労士に支払い し、 支部に請求します。 な お、 相談内容 によ って 、 社労士 本人が 交通費を請求しない と判断した 場合は０円です。 そし て、 相談 以降の 事業所から の 仕事依頼があった場合 は、 担当社労士と事業所とで 手続き 費用 など の契約 を 決めてもらいます。   なお、 社労士ネットの 相談 対応の結果は 本部に 集約されます。希望する支部は総合事業支 援センターにお問いあわせください。     ２ 、社会保険労務士の報酬目安 表 （書記用） ※コピー転用は禁止     社労士に 作成 を依頼した場合にかかる 費用 の 目安 資料がほしいという支部からの要望に より 作成しました。 ただし、 事業所の規模 や内容 に応じて費用が変わるため、目安は必要最 小限としました。     ３、総合事業支援センター相談受付簿 で申し込みください     記入 できるところ全て 書いて ください。 相談内容は、社労士に何を相談したいかを短くま とめてください。なお、電話での相談希望の場合は、電話相談希望と記載してください。  

